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Ⅰ 広域搬送に適切なあり方に関する研究 
分担研究課題（3）：「熊本地震発生時の NICU 避難搬送の課題抽出」 

 

研究分担者：岩田 欧介（久留米大学 小児科学教室） 

研究協力者：七種 護 （久留米大学 小児科学教室） 

木下 正啓（久留米大学 小児科学教室） 

A.  研究目的 
 周産期医療を支える医師は、地方医療圏におい

てその不足・偏在が深刻な問題となってきている。

このような状況で、平時の広域搬送が極限の対応

を常時強いられているだけでなく、災害発生時の

入院児の搬送において、脆弱な病児の安全を担保

する手段を見出すことができない現状がある。本

研究の目的は、熊本地震発生後の熊本市民病院

NICU からの新生児避難搬送の問題点の検証を、

新生児成育医学会災害対策本部の資料に基づい

て行い、将来起こり得る広域災害における NICU

入院児の搬送システム構築に提言を行うことで

ある。  

 

B.  研究方法 
研究 3：熊本地震発生時の NICU 避難搬送の課題

抽出 
日本新生児成育医学会災害対策本部資料を用い、

NICU ネットワークによる搬送と DMAT 調整本部

による搬送との間に、搬送手段・距離・タイミン

グと児の属性・重症度・搬送先・合併症に差異が

あるかどうかを比較した。重症度の比較には，修

正在胎週数・呼吸管理の程度・血管ルートの有無

や種類を基にした搬送リスクスコアを作製し、上

位 1/4 を重症児とした。 

 
 

 

【研究要旨】 
周産期医療を支える医師の不足・偏在が進む中、平時の広域搬送はもとより、災害発生時の NICU

入院児の搬送における安全を担保するのは非常に難しい。本研究では、熊本地震後の新生児避難搬

送の問題点を、新生児成育医学会災害対策本部の資料に基づいて検証を行い、将来起こり得るより

大規模な災害における NICU 入院児の搬送にフィードバックを行うことを目的としている。初期解

析の結果からは、NICU 入院中の重症児搬送が、搬送手段の大半を掌握する DMAT 調整本部ではな

く、地域の NICU のネットワークに依存していたことが判明し、とりわけ道路網が寸断された場合

の搬送の鍵となるヘリコプターの確保に苦労した実情が明らかになった。今後成人ベースに構築さ

れた DMAT 調整本部のアルゴリズムの中に、どのように周産期の搬送を組み込んで行くのか、早急

に関連部署との協調が必要であると考えらえた。 
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C.  研究結果 
熊本地震発生時の NICU 避難搬送の課題抽出 

搬送リスクスコア重症児上位 1/4 の全員が九

州内の NICU の独自調整によって搬送され、ほ

とんどすべての公共搬送媒体を調整していた

DMAT 調整本部のコーディネートによる搬送は

軽症例のみであった。結果として重症児の搬送

待機時間（4.4 時間）は中等症児（4.5 時間）と

比べて同等であったが、重症児の搬送距離

（94km）は軽症児（33km）よりも長かった。 

 
 

D.  考察 
 地震によるNICU避難搬送のはじめての記録を

発信することができた。避難決定後 8 時間で大

半の入院児が出発できたが、九州内の総合周産

期センターによる自前の調整・新生児搬送車の

運用に依存し、DMAT 調整本部との連携は不調

に終わった。今後さらに多くの搬送手段が

DMAT 傘下で搬送に従事すること、そして、陸

路搬送がより強く障害される大規模災害におけ

る搬送には新生児搬送車が使用できないこと、

地域によっては新生児搬送車がほとんど運用さ

れていないことなどを鑑み、地域の NICU ネッ

トワークと DMAT が連携可能なプロトコールを

至急作成する必要がある。 

 また、有事だけに発動する緊急システムの配備

は、経済的に効率が悪いだけでなく、運用におい

ても障害が発生しやすい。平時に構築・利用する

ビデオ通話システムや広域搬送ネットワークを、

有事には速やかに DMAT 調整本部の搬送システ

ムにくみ言えられるようにすることができれば、

災害発生時の施設間共闘にも非常に重要な役割

を果たすと考えられる。 

 

E． 結論 
 熊本地震では、地域の NICU ネットワークに

よる搬送が成功裏に終わったが、DMAT 調整本

部との協調が不調に終わった。今後の災害対策

として、両者を強調させるシステム作りが急務

である。 

 

F． 健康危険情報 
 発生していない。 
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